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介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント重要事項説明書 

＜令和 8 年（2026 年）6 月 1 日現在＞ 

 

１ 支援事業者（法人）の概要 

名 称 ・ 法 人 種 別  一般社団法人 熊本市医師会 

代 表 者 名 会長  園田 寛 

所 在 地 ・ 連 絡 先  

（住所）熊本市中央区本荘３丁目３番３号 

（電話）０９６－３６２－１２２１ 

（FAX）０９６－３６６－３６２８ 

 

２ 事業所の概要 

(1) 事業所名称及び事業所番号 

事 業 所 名 熊本市中央 2 地域包括支援センター 

所在地・連絡先 

（住所）熊本市中央区本荘４丁目１番３号 

（電話）０９６－２２１－３２４２ 

（FAX）０９６－２２１－３２８２ 

事 業 所 番 号 ４３００１０００２３ 

所 長 名 田中 英一 

管 理 者 名 井上 惠子 

 (2) 事業所の職員体制 

従業者の職種  
人数 

（人） 

区分 
常勤換算後

の人数（人） 
職 務 の 内 容 常勤(人) 非常勤(人) 

専従 兼務 専従 兼務 

管 理 者 １  １   ０.１ 職員管理、業務の総括 

担 当 職 員 ６ ５  １  ５.４ 指定居宅介護支援事業の実施 

そ の 他 ４  ２ ２  ２.９ 電話、来所者への対応、会計事務処理等 

(3) 事業の実施地域 

事業の実施地域 向山・本荘・春竹の各小学校区 

(4) 営業日 

営 業 日 営 業 時 間 

月曜日～土曜日 ８：３０～１７：１５ 

 

営業しない日 日曜日・祝日・１２月２９日～１月３日 

 

３ 提供する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの内容・提供方法 

  ア 介護予防サービス・支援計画の作成のための生活機能低下の背景・原因及び課題等の分析（アセスメント） 

  イ 介護予防サービス・支援計画の作成 

  ウ 介護予防サービス・支援計画に基づき、サービス事業者等との連絡調整及びその他の便宜の提供 

エ 介護予防サービス・支援計画の実施状況の把握及び達成状況に関する評価の実施 

  オ 訪問介護事業所等から提供もしくはモニタリング等で担当職員が把握した利用者に関する状況の主治の医師等

への情報提供 

  カ 利用者の同意を得た上で、主治医等の意見を求め、意見を求めた主治医等に対して介護予防サービス・支援計画

の交付 

  キ 障害福祉制度の相談支援専門員との連携促進のため、特定相談支援事業者との連携の実施 

  ク サービスの利用実績を確認し、給付管理票を提出する等の給付管理業務（初回のみのケアマネジメントを除く） 
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  ケ 介護予防サービス・支援計画の変更に係る上記（ア）から（ウ）に関する業務 

  コ 介護サービス・介護予防サービス等に関する利用者からの相談等への対応 

  サ 要介護認定または要支援認定に係る申請の補助 

  シ 介護予防・日常生活支援総合事業の基本チェックリストの実施 

  ス その他介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る必要な便宜の供与 

 

４ 委託する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの内容･委託先 

(1) 委託事業所 

 

                              

(2) 委託内容 

ア 介護予防サービス・支援計画（原案）の作成 

  イ 要支援等認定の申請代行 

ウ アセスメントの実施 

  エ サービス担当者会議の開催（初回のみのケアマネジメントを除く） 

  オ 計画の実施状況の把握・評価 

  カ 給付管理業務（初回のみのケアマネジメントを除く） 

  キ 日常の利用者との連絡調整 

  ク 主治医・サービス提供事業者等との連絡調整 

  ケ その他事業所が委託先事業所に指示する事項 

(3) 担当介護支援専門員 

 

                       

 

５ 費用 

(1) 利用料 

要支援認定を受けられた方、または熊本市日常生活支援総合事業第１号事業の事業対象者は、介護保険制度から全

額給付されるので自己負担はありません。 

介護保険適用の場合でも、介護保険料の滞納等により、支援事業者に直接介護保険給付が行われない場合がありま

す。その場合、利用者の方は１ヶ月につき下記の利用料をお支払いください。 

介護予防支援費・介護予防ケアマネジメント費（１月につき） ４，４２０円（４４２単位） 

【利用料の加算・減算について】 

※ 新規に介護予防サービス・支援計画を作成する利用者の方に対して介護予防支援または介護予防ケアマネジメン

トを行った場合は、３，０００円（３００単位）が加算されます。 

※ 介護予防支援または介護予防ケアマネジメントの一部を指定居宅介護支援事業者に委託して、適切な情報連携等

を行った場合は、３，０００円（３００単位）が加算されます。 

※ 支援事業者が指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十七号。以下「指定介護予防支援等基準」という。）

第二十六条の二に規定する虐待防止措置を未実施の場合は、４０円（４単位）が減算されます。 

※ 支援事業者が指定介護予防支援等基準第十八条の二に規定する業務継続計画を未策定の場合は、４０円（４単位）

が減算されます。 



 3 

※ 支援事業者が介護職員等処遇改善加算を算定する場合は、上記の加算・減算を反映した後の所定単位数に、当該

加算により算定される単位数（所定単位数×２１／１０００）を加算します。 

(2) 利用料等のお支払方法 

   毎月、１０日までに前月分の請求をいたしますので、末日までに下記口座への振り込み送金にてお支払いください。

※（担当職員が現金で直接いただくことはございません。）入金確認後、サービス提供証明書と領収証を発行します。 

 

      肥後銀行本店 

       普通預金口座（口座番号２４７７３０３） 

       口座名  一般社団法人 熊本市医師会在宅ケアセンター 

            所 長   田中 英一 

  

６ 事業所の特色等 

(1) 事業の目的 

熊本市医師会が運営する熊本市中央 2 地域包括支援センターは、介護保険法及び関係諸法規に基づき要支援認定者

及び事業対象者に対し、利用者本位で権利性が発揮され、利用者の選択によるサービスが提供され、高齢者の自立支

援の推進を図ることを目的とします。 

(2) 運営方針 

熊本市中央 2 地域包括支援センターは、要支援認定者及び事業対象者の心身の状況等に応じて適切な介護予防支援

及び介護予防ケアマネジメントを提供するとともに、自らその提供する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント

の質の評価を行うこと、その他必要な措置を講ずることにより、常に介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを

受ける者の立場に立ってこれを提供するものとします。 

(3) 虐待防止に関する措置 

熊本市中央 2 地域包括支援センターは、利用者の人権の擁護・虐待防止等のため、虐待防止の指針に基づき、必要

な体制の整備を行うとともに、従業者に対し年 1 回以上の研修を実施する等の措置を講じます。 

(4) BCP に関する措置 

熊本市中央 2 地域包括支援センターは、地震・風水害・感染症等の災害時にも必要な支援を継続するため、業務継

続計画（BCP）に基づき必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し年 1 回以上の訓練を実施し、必要に応じて

計画を見直す等の措置を講じます。 

(5) カスタマーハラスメントに関する措置 

熊本市中央 2 地域包括支援センターは、利用者が安心して相談・支援を受けられる環境を守るために、従業者の安

全と尊厳を保持することを重要視しています。利用者または家族等からの言動の内、社会通念上相当な範囲を超え従

業者の就業環境を害するおそれのある行為は、カスタマーハラスメントに該当する場合があり、そのような行為が認

められた場合、カスタマーハラスメント行動指針に基づき必要に応じて対応方法の見直しを行う等の措置を講じます。 

(6) その他 

事 項 内 容 

地域包括支援センター 

協議会及び連絡会 

市、包括協議会による会議・研修会への参加、中央区役所、中央区管内包括による会

議・研修会への参加 

連絡会、研修会 圏域内居宅介護支援事業所、MSW 等との連絡会、研修会参加 

地域運営協議会 事業の円滑な運営、中立公正、研鑽、検証するため開催 

従 業 員 研 修 
ケアマネジメントの資質向上を図るため、様々な制度に関する事例検討会、研修への

参加 
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７ サービス内容に関する苦情等相談窓口 

当事業所お客様相談窓口 

窓口責任者 井上 惠子 

ご利用時間 ８：３０～１７：１５ 

ご利用方法 ①電話（０９６－２２１－３２４２） 

②面接（当事業所相談室）③苦情箱（当事業所設置） 

熊本市の窓口 

熊本市役所 介護事業指導課 

熊本市中央区手取本町１番１号 

電話 ０９６－３２８－２７９３ 

公的団体の窓口 

熊本県国民健康保険団体連合会 

介護サービス苦情・相談窓口 

熊本市東区健軍２丁目４番１０号 

熊本県市町村自治会館５階 

電話 ０９６－２１４－１１０１ 

 

８ 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当職員 

  あなたを担当する職員は        ですが、やむを得ない事由で変更する場合は、事前に連絡を致します。 

 

９ その他 

(1) 利用者やその家族は、複数の居宅サービス事業所等の紹介や選定理由を求める事が出来ます。 

(2) 入院時における医療機関との連携を促進する観点から、入院などの際は担当介護支援専門員の氏名や連絡先を医療

機関へ伝えていただきますようお願い致します。 

(3) 支援事業者が交付するサービス提供証明書等は、利用者の方の介護（予防）等に関する重要な書類なので、契約書・ 

重要事項説明書等と一緒に大切に保管してください。 

 

 私は、本書面に基づいて支援事業者の職員（職名         氏名         ）から上記重要事項の説

明を受けました。 

 

  令和  年  月  日 

 

    利用者          住所 

 

                 氏名                    

 

 

    代理人（選任した場合）  住所 

 

                 氏名                    


